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現行のアスファルト舗装設計手法（以下，TA法）では，舗装各層の厚さは路床の設計CBRと総通過 10トン
換算軸数から定めた TA 値（等値換算厚）に基づいて決定されている．しかしながら，表層の高機能舗装化に

伴い，設計手法や設計基準が作成された当時と比較して，アスファルト舗装の劣化環境は大きく異なっており，

実務において TA 法に基づく設計の妥当性が疑問視されてきている．本研究では TA 法を採用した場合に生じ

る劣化寿命誤差について分析する．具体的には，高速道路を対象とした FWD調査データを用いて混合マルコ
フ劣化ハザードモデルを推定する．ハザード率と異質性パラメータの推定値を用いて劣化速度が特異な道路区

間を抽出し，それらの道路区間と TA 法において考慮されなかった要因との関係について分析する．
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1. はじめに

アスファルト舗装は，路面の平坦性確保や補修の容

易さなど，優れた特徴を有することから，高速道路舗

装の大部分を占めるに至っている1)．高速道路の管理者

は，高速走行車両に対して走行安全性と良好な供用性

を提供しなければならない．また，長期間にわたって耐

久性の高い舗装構造とするために，適切な構造設計が

必要となる．我が国の高速道路において，アスファルト

舗装の構造設計は TA法によることを原則としている．

TA 法は，米国 AASHO（American Association of

State Highway Officials）の道路試験をもとにした設計

法であり，路床の設計CBR（California Bearing Ratio）

と設計交通量（総通過 10トン換算軸数）から求められ

るTA値（等値換算厚）に基づいて，舗装各層の厚さを

決定する手法である．TA 法は，国内で 40年程度の実

績を有するが，舗装厚の設計にあたって現状では必ず

しも適切とは言い難い仮定が設けられている2)．また，

耐久性や機能性に優れた様々な舗装新技術の開発が進

んでいるが，それらの実用化に際して TA 法が障害と

なっている事例は少なくない．TA法は，一定のサービ

ス水準を維持できる寿命（以下，劣化寿命）を, 舗装が

おかれている環境や舗装工法・材料にかかわらず一律

に確保することを目的として開発された設計法である．

しかし，その後の技術革新や道路環境の変化により，

一律の劣化寿命を確保することが困難となっている．

我が国の高速道路舗装の設計にTA法が導入されてか

ら十分な年数が経過しており，同法により設計されたア

スファルト舗装に関する諸データが蓄積されてきてい

る．東・中・西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO）

では，Falling Weight Deflectometerを用いた，たわみ

量調査（以下，FWD調査）による舗装全体の耐荷力の

情報を収集し始めている．またデータの蓄積と並行し

て，近年，社会基盤施設の統計的劣化予測手法が目覚ま

しい発展を遂げており，アスファルト舗装の構造設計を

統計的に評価することが可能となってきている．本研

究では，混合マルコフ劣化ハザードモデル4)を用いて，

統計的にアスファルト舗装の耐荷力の劣化過程を推定

する．さらに，TA法の成立過程における仮定や問題点

を見直し，現行の TA 法において十分考慮されていな

い要因が舗装劣化寿命に及ぼす影響について統計的に

評価する．

以上の問題意識の下に，本研究では，全国の高速道

路を対象に舗装構成を加味した上で，無作為抽出によ

り獲得した FWD調査データを用いて混合マルコフ劣

化ハザードモデルを推定する．算出されたハザード率

と異質性パラメータの推定値から劣化速度が特異な道

路区間を抽出し，それらの区間がいずれもTA法によっ
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て十分に考慮されていなかった要因により劣化速度の

差異が発生している可能性について分析する．また，現

行のTA法を改良する際に，考慮すべき点について考察

する．以下，2.ではアスファルト舗装の構造設計，お

よび TA 法の基本的な考え方を述べるとともに，その

問題点について説明する．3.では混合マルコフ劣化ハ

ザードモデルの概要を説明する．4.では TA 法を用い

た場合に発生する劣化寿命誤差に関する評価モデルを

定式化する．5.ではNEXCOが管理する全国の高速道

路を対象とした FWD調査データを利用し，TA法によ

る劣化寿命誤差について実証的な分析を試みる．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 高速道路のアスファルト舗装の設計方法

我が国で最初の高速道路である名神高速道路が建設

された当時，高速道路舗装としてアスファルト舗装，コ

ンクリート舗装のいずれを採用すべきかを巡って多く

の検討が重ねられた5)．諸外国の実情を調査した結果，

経済性，施工性，維持補修の容易性等の理由から全線

アスファルト舗装が採用された5)．当初，国内では高速

道路の舗装に関する基準や規格が存在しなかったため

に，世界銀行のコンサルタントの助言を得ながら，欧

米諸国の技術導入を図った6)．アスファルト舗装の構造

設計に際しては，諸外国の各種設計法の比較検討がな

され，米国で採用されていた路床土の強度評価を用い

たCBR法による設計法が最終的に取り入れられた．実

施設計に際しては，経済性を重視し，その区間の路床

条件や入手材料を考慮して断面層厚を変更している．

名神高速道路に続き，東名高速道路の建設が進めら

れたが，その舗装厚の決定に当たっては，AASHO道路

試験7)の舗装厚指数 SN に基づいて各層の層厚を決定

する方法（以下，SN法）が採用された．SN法による

設計では，交通量と軸重分布が必要であり，1車線の日

交通量を 6,000台とし，10トン軸重で 10年間，約 760

万回に耐える舗装となるように SN を求める．舗装を

構成する各層の厚さと，それに対応する換算係数を掛

け合わせた値が SN に一致するように舗装構成を決定

する方法は，後述する TA 法の前身であるとされてい

る．1969年 5月，東名全線が開通したが，我が国の経

済発展に伴う自動車交通の急激な増大により，当初の

想定より大幅に早く 4.2年から 7.5年後に，設計に用い

た 10トン軸重が 760万回に到達したとされる5)．

その後，竹下8)の一連の研究成果と，我が国の経験お

よび各種の実験を基本にして，1967年度版のアスファ

ルト舗装要綱9)に CBR-TA法が導入された．この設計

法では，まず交通荷重の調査と路床土のCBR試験によ

り，設計輪荷重 P と設計 CBR（路床土の CBR）を定

図–1 NEXCOの一般的な舗装構成

める．それらの値を用いて，H：舗装合計厚（cm）と，

TA：舗装を全部表層基層用加熱アスファルト混合物で

設計したときに必要な厚さ，を求める．舗装の構成は

TA 値を下回ることがないように，また合計厚も H よ

り 1/5以上減少したものにならないように決定すると

いうものであった．Hは従来のCBR設計曲線をもとに

しており，TAはAASHO道路試験の結果を我が国の実

状に合うように修正したものであるが，両者の特徴を

踏まえたこの設計法は，縦貫 5道（東北・中央・北陸・

中国・九州）の建設に用いられ，今日に至るまで若干

の修正を加えながら，その実績は 30年を越えている．

(2) TA 法の概要とその問題点

図–1は，NEXCOの一般的な舗装構成を示している．

同図における T1は表層および基層の厚さ，T2は上層路

盤の厚さ，T3は下層路盤の厚さを示す．NEXCOでは

T1，T2の和をアスファルト層厚（以下，As層厚）と呼

び，T3 までを含めたものを舗装厚 H と定義している．

NEXCOにおける舗装の各層厚は TA 法に基づいて決

定される．TA 法は，以下に述べるような (a),(b)とい

う 2段階の手順で構成される．舗装厚の単位はすべて

cmとする．

(a) 総通過 10トン換算軸数（10トン軸重に換算した軸

数での設計期間中の総通過回数）および設計CBR

を用いて図–2より TA 値を求める．

(b) TA値を用いて，舗装全厚の最小厚Hminを決定し，

さらに，次の式を満たすように各層厚を決定する．

TA ≤ a1T1 + a2T2 + a3T3 (1a)

T1 + T2 ≥ Tmin (1b)

Hmin ≤ T1 + T2 + T3 (1c)

ただし，Tminは表層，基層，および上層路盤から構

成される層の最小厚であり，ai(i = 1, 2, 3)は表–1

に示す等値換算係数である．また，決定に当たっ

ては，現地で入手できる材料，気象条件および施

工性などを十分考慮し，最も経済的かつ合理的に
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表–1 等値換算係数

T
工法・材料 条件

等値換算係数
a1 a2 a3

T1 表層および基層用混合物 1.00 - -
T2 加熱アスファルト安定処理 タイプ I - 0.80 -

タイプ II - 0.68 -
セメント安定処理 一軸圧縮強さ 3N/mm2 以上 - 0.45 -

粒状材料 修正 CBR 　 80 以上 - 0.32 -
T3 セメント安定処理 修正 CBR 　 60 以上 - - 0.28

粒状材料 修正 CBR 　 30 以上 - - 0.25

注）本設計曲線は 2002年より使用．2002年以前は 2千万
軸を超える場合には，何らかの補修が生じるものとして TA

値は変化しない設計曲線を使用．

図–2 舗装厚の設計曲線

各層厚を配分する．

図–2の妥当性等について，様々な検討がなされてお

り，問題点が指摘されている．中でもTA値と設計CBR

の比例定数が，軸荷重が異なる場合でも等しいという

仮定に対しては，TA 法の課題とされている
10)．仮に，

設計 CBR の比例定数が軸荷重に対して一定でない場

合，TA値を用いて舗装厚を決定すれば劣化寿命にシス

テム的なバイアスが発生する．また，アセットマネジメ

ントの視点からは，設計期間 10年や信用度 90%といっ

た設計上の前提条件に関しても議論の余地が残されて

いる．さらには，社会情勢に伴い交通量が大きく増減

するため，TA 法の根幹ともいえる総通過 10トン換算

軸数を算出する根拠となる設計交通量と実交通量との

間に乖離が生じている区間は少なくない．

一方，手順 (b)に関しては，表–1に示すように，TA

法においては，表層や基層に用いる材料にかかわらず，

等値換算係数が等しいという仮定が設けられている．し

かしながら，近年，耐久性や機能性に優れた舗装新技

術の開発が進んでおり，NEXCOでは表層に用いられ

る表層用混合物が名神高速道路開通以来用いられてき

た密粒度舗装（以下，密粒度）から，ポーラスアスファ

ルト混合物を用いた高機能舗装（以下，高機能）へと

シフトしたことにより，舗装の劣化メカニズムが大幅

に変化したと考えられている．高機能舗装は排水性を

有する舗装であり，騒音の低減のほか，雨天時におけ

る視認性を向上させるといったメリットがある一方で，

表層の間隙から下層へと雨水が浸透することにより，構

造強度が著しく低下する場合があることが報告されて

いる11)．また，手順 (b)では，気象条件等の考慮にも

触れられているが，十分な記載はない．とりわけ，積雪

寒冷地域（以下，積寒地域）においては，スパイクタイ

ヤによる舗装の摩耗が生じるために，現場では経験的

に，3～5cm程度の摩耗層と呼ばれる層を TA法で算出

された層厚に足し合わせる形で補っている．そもそも，

TA 法は AASHOの道路試験結果を我が国の実状に合

うように修正したものではあるが，我が国特有の気象・

風土を十分に考慮できているとは言い難い．以上のよ

うな背景のもと，TA法の適用性に関して，現場から指

摘の声があがることも少なくない．

本研究では，FWD調査により獲得された経年データ

に基づいて，アスファルト舗装の耐荷力の低下過程を

混合マルコフ劣化ハザードモデルを用いてモデル化し，

設計時に用いられた TA 値や TA 法において考慮され

ていなかった要因が舗装劣化寿命に及ぼす影響につい

て分析する．なお，アセットマネジメントの考え方に

基づけば，舗装の建設費用，点検費用，維持更新費用

で構成されるライフサイクル費用を最小にするような

舗装構造を設計することが望ましい．構造・環境条件の

多寡にかかわらず一律の寿命を設計するという TA 法

の考え方は，ライフサイクル費用の最小化をもたらす

保証はない．ライフサイクル費用の考え方に基づいた

舗装構造の設計方法に関する研究は今後に残された大

きな課題である．しかし，本研究ではライフサイクル

費用評価に関する議論は取り上げず，あくまでもTA法

による舗装構造の設計方法が，構造・環境条件にかか

わらず一律の寿命を保証するという TA 法の設計理念

を適切に反映しているかどうかという点に焦点を絞る．
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図–3 パフォーマンス曲線と TA 法

(3) TA 法と劣化寿命誤差

図–3には，TA法を用いて作成した理論的なパフォー

マンス曲線と，現実のパフォーマンス曲線の関係を示

している．TA法による舗装厚の設計は，構造・環境条

件にかかわらず一律の劣化寿命を保証することを目的

としている．しかしながら，現実に観測される舗装の

劣化寿命は必ずしも一律の寿命が観測されるわけでは

なく，劣化寿命に多大な誤差が存在する．このような

劣化寿命の誤差には，大型車交通量，積寒地域等の環

境条件，舗装材料等，多様な要因が関与している．現

行の TA 法による舗装構造の設計方法においては，大

型車交通量の多寡は設計交通量として考慮されている

が，その他の要因は考慮されていない．また，供用開始

時点から時間が経過している場合，設計時点で想定し

た設計交通量と現実に実現した大型車交通量の間に乖

離が存在する場合が存在する．このような要因により，

現実のパフォーマンス曲線が図–3の破線に示すように，

ベンチマークとして想定されている理論的なパフォー

マンス曲線から大きく乖離する可能性がある．このよ

うに設計時点において考慮されていなかった要因によ

り生じる劣化寿命の誤差を「想定の差異に基づく誤差」

と呼ぶ．一方，同図には，TA法による設計方法に内在

する要因による劣化寿命の誤差を 2本の 1点鎖線で示

している．TA法では，TA値を用いて舗装厚が決定さ

れるが，TA値の設定が劣化寿命にシステム的なバイア

スを与える可能性がある．例えば，同図では異なるTA

値を用いて設計された舗装のパフォーマンス曲線を例

示している．TA値が大きくなるほど，舗装厚を過小に

見積もる傾向が TA法による設計方法に内在する場合，

TA値が大きくなるほど，劣化寿命は短くなるようにシ

ステム的なバイアスが発生する．このように TA 法自

体に内在する原因による劣化寿命の想定誤差を「TA法

に内在する要因に基づく誤差」と呼ぶ．

3. 混合マルコフ劣化ハザードモデル

(1) モデル化の前提条件

カレンダー時刻 s0 を初期時点とする離散的時間軸

t = 0, 1, 2, · · ·を考え，離散的時間軸上の点を時点と呼
び，カレンダー時刻と区別する．単位時間幅を 1に基

準化する．舗装耐荷力の健全度を I 個の健全度 i (i =

1, · · · , I)で表現する．iの値が大きくなるほど，劣化が
進展している．時点 tにおける舗装耐荷力の健全度を状

態変数 h(t) = i (i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · ·)を用いて表
現する．舗装耐荷力の劣化過程がマルコフ連鎖に従う

と仮定し，離散時間軸上の単位時間間隔における健全

度間の推移確率をマルコフ推移確率を用いて表現する．

推移確率は，時点 tにおける健全度 h(t) = iを与件と

し，次の時点 t+ 1における健全度 h(t+ 1) = j(j ≥ i)

が生起する条件付確率

Prob[h(t+ 1) = j|h(t) = i] = πij (2)

を用いて定義される．このような推移確率をすべての

健全度ペア (i, j)に対して定義することにより，マルコ

フ推移確率行列

π =


π11 · · · π1I
...

. . .
...

0 · · · πII

 (3)

を定義できる．マルコフ推移確率 (2)は所与の 2つの

時点 t，t + 1の間において生じる健全度間の推移確率

を示したものであり，当然のことながら，対象とする

調査間隔が異なれば推移確率の値は異なる．補修がな

い限り常に劣化が進行するので，πij = 0 (i > j)が成

立する．また，推移確率の定義より
∑I

j=i πij = 1が成

立する．すなわち，マルコフ推移確率に関して，

πij ≥ 0 (i, j = 1, · · · , I)
πij = 0 (i > j の時)∑I

j=i πij = 1

 (4)

が成立しなければならない．状態 I は，補修のない限

りマルコフ連鎖における吸収状態であり，πII = 1が成

立すると考える．なお，マルコフ推移確率は過去の劣

化履歴には依存しない．マルコフ推移確率モデルでは，

健全度が i− 1から iに推移した時点にかかわらず，時

点 tから時点 t+ 1の間に推移する確率は時点 tにおけ

る健全度のみに依存するという性質（マルコフ性）を

満足する12)．マルコフ推移確率を用いれば，前回の調

査時点 tから，r期経過した時点 t+ rに至る期間の間

に生起する劣化過程を推移確率行列

π(r) = {π}r (5)

を用いて表現できる．また，r期推移確率行列 π(r)の

各要素を πij(r) (i, j = 1, · · · , I)と表す．
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(2) 混合マルコフ劣化ハザードモデル

舗装耐荷力の劣化速度の相対評価にあたっては，小濱

らが提案した混合マルコフ劣化ハザードモデル4)を用い

る．その詳細に関しては参考文献に譲るが，ここでは読

者の便宜を図るために，同モデルについて簡単に紹介

しておく．本研究でFWD調査によって獲得されたたわ

み量に基づいて健全度評価したデータを用いて，任意

に設定した道路区間（以下，単に区間）の耐荷力の劣化

速度を相対評価する．なお，具体的な区間の設定は劣化

速度の相対評価の目的に応じて決定する．総区間数を

K と設定し，そのうちの任意の区間 k (k = 1, · · · ,K)

に着目する．

いま，区間 k (k = 1, · · · ,K)に固有なハザード率の

変動特性を表す異質性パラメータ εk を導入する．この

とき，区間 kの健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)における混

合ハザード率を，

λki = λ̃ki ε
k (6)

(i = 1, · · · , I − 1; k = 1, · · · ,K)

と定義する．ここに，λ̃ki は区間 kの健全度 iにおける

平均的なハザード率13)（以下，標準ハザード率）であ

る．異質性パラメータ εk は，標準ハザード率 λ̃ki から

の乖離の程度（区間 k の異質性）を表す確率変数であ

り，εk ≥ 0が成立すると仮定する．異質性パラメータ

εk > 1であり，かつ εk の値が大きくなるほど，区間 k

の劣化速度が標準ハザード率に対して速いことを表す．

式 (6)において，対象とする区間が同一であれば，健全

度が変化したとしても，すべてのハザード率に同一の異

質性パラメータ εk が含まれることに留意されたい．こ

れにより，ある健全度において劣化速度が大きい場合，

他の健全度の劣化速度も相対的に速くなることを表す．

いま，異質性パラメータ εkが，ガンマ分布 f(εk : α, γ)

f(εk : α, γ) =
1

γαΓ(α)

(
εk
)α−1

exp

(
−ε

k

γ

)
(7)

から抽出された確率標本であると考える．ガンマ分布

f(εk : α, γ)の平均は αγ で，分散は αγ2 である．

ここで，区間 k (k = 1, · · · ,K)の異質性パラメータ

εk の値を ε̄k に固定する．このとき，区間 kの健全度 i

における寿命（健全度が iから i+ 1に到達するまでの

期間長）が yki 以上となる確率は，混合ハザード率 (6)

を用いて，

F̃i(y
k
i ) = exp(−λ̃ki ε̄kyki ) (8)

と書き換えることができる4)．さらに，区間 k の調査

時点 τkAにおいて健全度が iと判定され，次の調査時点

τkB = τkA + zk においても健全度が iと判定される確率

πk
ii(z

k : ε̄k)は，

πk
ii(z

k : ε̄k) = exp(−λ̃ki ε̄kzk) (9)

となる．また，調査時点 τkA と τkB の間で健全度が iか

ら j (> i)に推移するマルコフ推移確率 πk
ij(z

k : ε̄k)は，

πk
ij(z

k : ε̄k) =

j∑
s=i

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃km

λ̃km − λ̃ks
exp(−λ̃ks ε̄kzk)

=

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃

k
) exp(−λ̃ks ε̄kzk) (10)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I; k = 1, · · · ,K)

と表せる4)．ただし，λ̃
k
= (λ̃k1 , · · · , λ̃kI−1)である．こ

こで，ψs
ij(λ̃

k
)は，

ψs
ij(λ̃

k
) =

j−1∏
m=i,̸=s

λ̃km

λ̃km − λ̃ks
(11)

となり，標準ハザード率のみの関数で表される．また，

πk
iI(z

k : ε̄k)に関しては，

πk
iI(z

k : ε̄k) = 1−
I−1∑
j=i

πk
ij(z

k : ε̄k) (12)

と表すことができる．

つぎに，パラメータ εk がガンマ分布 (7)に従って分

布する場合を考える．記述の簡便化のために，上付き

添え字 kを省略する．まず，健全度 iの寿命が yi 以上

となる確率は，生存関数 (8)を用いて，

π̃ii(z) =

∫ ∞

0

πii(z : ε)f(ε : α, γ)dε

=
1

γαΓ(α)

∫ ∞

0

exp

{(
−λ̃iz −

1

γ

)
ε

}
εα−1dε

(i = 1, · · · , I − 1) (13)

と表すことができる．ここで，ui = (λ̃iz+
1
γ )εと置き，

確率密度関数の変数変換を行えば，

π̃ii(z) =
1

γαΓ(α)

∫ ∞

0

exp(−ui)

(
ui

λ̃iz +
1
γ

)α−1

1

λ̃iz +
1
γ

dui

=
1

(λ̃iγz + 1)α
(14)

を得る．マルコフ推移確率 π̃ii(z)は，ハザード率の確

率分布を考慮した調査間隔 z の平均的なマルコフ推移

確率（以下，基準マルコフ推移確率）を表している．さ

らに，調査間隔 z の下で健全度 iから j へ推移する基

準マルコフ推移確率は，

π̃ij(z) =

∫ ∞

0

πij(z : ε)f(ε : α, γ)dε

=

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃)

(λ̃sγz + 1)α
(15)

と表せる．ガンマ分布 (7)の平均は µ = αγで，分散は

σ2 = αγ2である．いま，ハザード率の期待値が標準ハ

ザード率 λ̃iに一致するように，異質性パラメータ εが
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図–4 FWD調査スキームと情報サンプル

分布していると考える．そこで，平均 1，分散 1/ϕの

ガンマ分布

f̄(ε : ϕ) =
ϕϕ

Γ(ϕ)
εϕ−1 exp(−ϕε) (16)

を仮定すると，基準マルコフ推移確率は，

π̃ii(z) =
ϕϕ

(λ̃iz + ϕ)ϕ
(17a)

π̃ij(z) =

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃)ϕ

ϕ

(λ̃sz + ϕ)ϕ
(17b)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I)

と表される．

(3) 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定

ある区間に対して，2つの異なる時点において FWD

調査が実施されたと考える．その上で，2つの異なる時

点における健全度情報に基づいて，混合マルコフ推移

確率を推定する問題を取り上げる．仮に，区間 k に対

して Lk +1回の FWD調査が実施された場合，時間軸

上で隣り合った FWD調査時点を 1つの組として数え

ると，1つの区間から Lk 組の FWD調査サンプルを獲

得できる．その一方で，FWD調査を過去に 1度しか実

施したことがない場合や，利用できる FWD調査デー

タが 1回分しかない場合も考えられる．そのようなと

きであっても，供用開始時点，あるいは直近の補修時

点を新設状態であると考え，健全度を 1と仮定するこ

とで，2つの異なる時点における健全度情報を獲得する

ことができる．

いま，図–4に示すように，区間 k (k = 1, · · · ,K)に

関してLk+1回のFWD調査が実施され，Lk組のFWD

調査サンプルが獲得された状況を想定する．lk 回目の

FWD調査が実施された時点を τ̄ l
k

A と表す．つぎに，時

間 z̄l
k

が経過した時点 τ̄ l
k

B = τ̄ l
k

A + z̄l
k

に，lk +1回目の

FWD調査が実施されたと考える．記号「・̄」は実測値

であることを表す．すべての区間に対してFWD調査が

実施されたと考えれば，それぞれの調査情報サンプルに

は，lk回目と lk +1回目の FWD調査間隔 z̄l
k

と，2回

の FWD調査を通して評価された健全度 h(τ̄ l
k

A )，h(τ̄ l
k

B )

に関する情報が利用可能である．ここで，評価された健

全度に基づいて，ダミー変数 δ̄l
k

ij (i = 1, · · · , I − 1; j =

i, · · · , I; k = 1, · · · ,K; lk = 1, · · · , Lk)を

δ̄l
k

ij =

{
1 h(τ̄ l

k

A ) = i, h(τ̄ l
k

B ) = j のとき

0 それ以外のとき
(18)

と定義する．さらに，ダミー変数ベクトルを δ̄
lk

=

(δ̄l
k

11, · · · , δ̄l
k

I−1,I)，区間の劣化速度に影響を及ぼす構

造特性や環境条件を表す特性行ベクトルを x̄k =

(x̄k1 , · · · , x̄kM )と表す．ただし，x̄km (m = 1, · · · ,M)は

区間 kの調査情報サンプルに関するm番目の説明変数

の観測値を表す．また，第 1番目の説明変数は定数項

に該当する変数であり，恒等的に xk1 = 1である．定期

的な FWD調査で得られる区間 kの調査サンプルが有

する情報を ξ̄
lk

= (δ̄
lk

, z̄l
k

, x̄lk)と表す．また，FWD調

査データ全体を Ξと表す．

さらに，区間 k の舗装耐荷力の劣化過程をハザード

率 λki = λ̃ki ε
k (i = 1, · · · , I − 1)を用いて表現する．健

全度 I はマルコフ連鎖の吸収状態であり，πk
II = 1が成

立するためにハザード率 λ̃kI は必然的に λ̃kI = 0となる．

区間の劣化過程を特徴づける標準ハザード率 λ̃ki は説明

変数ベクトルに依存すると考え，標準ハザード率 λ̃ki を

説明変数ベクトル xk を用いて，

λ̃ki = exp(xkβ′
i) (19)

と表す．ただし，βi = (βi,1, · · · , βi,M )は未知パラメー

タ βi,m (m = 1, · · · ,M)による行ベクトル，記号「′」

は転置操作を表す．また，xk1 = 1より，βi,1 は定数項

を表す．基準マルコフ推移確率は式 (17a),(17b)で示し

たように，各健全度における標準ハザード率 λ̃ki (i =

1, · · · , I − 1; k = 1, · · · ,K)と異質性パラメータの確率

分布の分散パラメータ ϕを用いて表現できる．

基準マルコフ推移確率は，区間の説明変数ベクト

ル x̄k を用いて表現できる．また，推移確率はデータ

が観測された調査間隔 z̄l
k

にも依存する．これらの

ことを明示的に表すために基準マルコフ推移確率 π̃lk

ij

を FWD 調査データ (z̄l
k

, x̄k) と未知パラメータ θ =

(β1, · · · ,βI−1, ϕ)の関数として π̃lk

ij (z̄
lk , x̄k : θ)と表す．

いま，K 個の区間の劣化現象が互いに独立であると仮

定すれば，全調査情報サンプルの劣化推移パターンの

同時生起確率密度を表す尤度関数は

L(θ,Ξ) =
I−1∏
i=1

I∏
j=i

K∏
k=1

L∏
l=1

{
π̃lk

ij (z̄
lk , x̄k : θ)

}δ̄l
k

ij

(20)

と定式化できる16)．ただし，θ = (β, ϕ)である．また，

π̃lk

ij (z̄
lk , x̄k : θ)は，前回の調査時点に健全度が iであ
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るという条件の下で，今回の健全度が j となる健全度

推移確率であり，

π̃lk

ii (z̄
lk , x̄k : θ) =

ϕϕ

{exp(x̄kβ′
i)z̄

lk + ϕ}ϕ
(21a)

π̃lk

ij (z̄
lk , x̄k : θ) =

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃

k
)ϕϕ

{exp(x̄kβ′
s)z̄

lk + ϕ}ϕ
(21b)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i, · · · , I;

k = 1, · · · ,K; l = 1, · · · , L)

と表される．ただし，

ψs
ij(λ̃

k
) =

j−1∏
m=i,̸=s

exp(x̄kβ′
m)

exp(x̄kβ′
m)− exp(x̄kβ′

s)
(22)

である．調査データ δ̄l
k

ij ,z̄
lk ,x̄k はすべて確定値であり，

対数尤度関数は未知パラメータ β, ϕの関数である．最

尤法では，この尤度関数 (20)を最大にするようなパラ

メータ値 θ̂ = (β̂, ϕ̂) を推定することになる．ここで，

(20)の対数尤度関数

lnL(θ,Ξ) =

I−1∑
i=1

I∑
j=i

K∑
k=1

L∑
l=1

δ̄l
k

ij ln π̃
lk

ij (z̄
lk , x̄k : θ)

(23)

を定義する．対数尤度関数 (23)を最大にするようなパ

ラメータ値 θの最尤推定量16),17)は

∂ lnL(θ,Ξ)

∂θi
= 0, (24)

(i = 1, · · · , (I − 1)M + 1)

を同時に満足するような θ̂ = (θ̂1, · · · , θ̂(I−1)M+1)とし

て与えられる．記号ˆは，推定量であることを示す．さら

に，パラメータの共分散行列の漸近的推定量16),17)Σ̂(θ̂)

は，

Σ̂(θ̂) =

[
∂2 lnL(θ̂,Ξ)

∂θ∂θ′

]−1

(25)

と表すことができる．ただし，上式の右辺の逆行列は

∂2 lnL(θ,Ξ)/∂θi∂θj を要素とする {(I − 1)M + 1} ×
{(I − 1)M + 1} 次の Fisher 情報行列16)の逆行列であ

る．

(4) 異質性パラメータの推定

区間 kの FWD調査サンプル ξ̄
lk

に着目する．FWD

調査サンプル ξ̄
lk

の 1回目の FWD調査による健全度

を i(lk) (lk = 1, · · · , Lk)，2 回目の FWD 調査の結果

を j(lk)と表す．さらに，パラメータの最尤推定量 θ̂ =

(β̂1, · · · , β̂I−1, ϕ̂) を与件とする．このとき，異質性パ

ラメータがガンマ分布 f̄(ε : ϕ̂)（式 (16)を参照）に従

い，区間 kに属する Lk個の調査サンプル ξ̄
lk

が得られ

た場合，これら Lk個の調査サンプルが得られる異質性

パラメータ εk に関する同時生起確率密度関数（部分尤

度）は，

ρk(εk : θ̂, ξ̄
lk

) =
{
πlk

i(lk)j(lk)(z̄
lk , x̄lk :

β̂, εk)
}δ̄lk

i(lk)j(lk) f̄(εk, ϕ̂)

∝
Lk∏

lk=1

{ j(lk)∑
m=i(lk)

ψm
i(lk)j(lk)(λ̃

k
(θ̂))

exp(−λ̃l
k

m(θ̂)εkz̄l
k

)
}δ̄l

k

i(lk)j(lk)
(εk)ϕ̂−1 exp(−ϕ̂εk)

(26)

と表される．ただし，記号 ∝は比例関係にあることを
意味する．また，λ̃

k
(θ̂) = (λ̃k1(θ̂), · · · , λ̃kI−1(θ̂))であり，

標準ハザード率ベクトルである．ここでは，標準ハザー

ド率 λ̃ki が，パラメータ θ̂に依存していることを明示的

に表現するために λ̃ki (θ̂)と表している．式 (26)の両辺

の対数をとることにより，部分対数尤度は，

ln ρk(εk : θ̂, ξ̄
k
)

∝
Lk∑

lk=1

δ̄l
k

i(lk)j(lk) ln
{ j(lk)∑

m=i(lk)

ψm
i(lk)j(lk)(λ̃

k
(θ̂))

exp(−λ̃km(θ̂)εkz̄l
k

)
}
+ (ϕ̂− 1) ln εk − ϕ̂εk

(27)

と表せる．したがって，異質性パラメータ εk (k =

1, · · · ,K)の条件付き最尤推定量は，条件付対数尤度最

大化問題

max
εk

{
ln ρk(εk : θ̂, ξk)

}
(28)

の最適解 ε̂k として求めることができる．以上の方法で

求めた異質性パラメータの条件付最尤推定量は，パラ

メータ θ̂ = (β̂1, · · · , β̂I−1, ϕ̂)を与件として求めた条件

付最尤推定量である．このことを明示的に表現するため

に，問題 (28)の解を，ε̂k(θ̂) (k = 1, · · · ,K)と表す．さ

らに，以上で求めた異質性パラメータ ε̂k(θ̂)とパラメー

タ θの最尤推定量 θ̂を用いて定義された標準ハザード率

λ̃ki を λ̃ki (θ̂)と表す．このとき，区間 k (k = 1, · · · ,K)

のハザード率は，

λ̂ki (θ̂) = ε̂k(θ̂)
ˆ̃
λ
k

i (θ̂) (29)

と表すことができる．以下，λ̂ki (θ̂)を個別ハザード率と

呼ぶ．また，表記の簡便化のために式 (29)を

λ̂ki = ε̂k
ˆ̃
λ
k

i (30)

と表記する．

4. 劣化寿命の誤差評価

(1) 評価モデル

2.(3)で議論したように，劣化寿命の誤差を引き起こ

す原因として，本研究では「想定の差異に基づく誤差」，
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「TA 法に内在する要因に基づく誤差」の 2種類を考え

る．TA法の基本的な考え方は，2.(2)に記述したよう

に，路床の条件を表すCBR値と設計交通量に基づいて

等値換算厚を表すTA値を求める手順 (a)と，工法や素

材の特徴により各層の舗装厚を補正し，舗装構成を設

計する手順 (b)により構成される．「想定の差異に基づ

く誤差」は，1) 設計交通量と大型車交通量の乖離によ

る誤差，2) 積寒地域や舗装材料等，TA 法において配

慮されていない要因に基づく誤差である．前者は図–2

に示した設計曲線を用いて TA 値を求める際に，設計

交通量と実交通量の間に乖離が生じると TA 値自体の

誤差として現れる．設計時に区間 kの設計交通量に基

づいて求めた TA 値を T
k

A と表し，実測値に対応する

TA 値を αT
k

A と表す．ここに，αは設計交通量の誤差

による補正パラメータであり，大型車交通量の実測値

が設計交通量に対して過大になれば α > 1が成立する．

このとき，TA 値の誤差は ∆k = αT
k

A − T
k

A と表すこ

とができる．後者 2)は，構造・環境条件の異なる状況

において，各工法，材質の違う舗装厚を等値換算厚に

変換する等値換算係数の誤差として解釈することがで

きる．このような等値換算係数による TA 値換算誤差

を δk = (a∗1 − a1)T
k
1 + (a∗2 − a2)T

k
2 + (a∗3 − a3)T

k
3 と表

す．ここに，a1, a2, a3 は設計時点で用いた等値換算係

数，a∗1, a
∗
2, a

∗
3 は現地の構造・環境条件の下で採用した

工法・材料の各層の舗装厚の等値換算係数である．残

念ながら，現行の TA 法においてこれらの等値換算係

数は設定されていない．一方，「TA法に内在する要因に

基づく誤差」は，TA法自体にある問題であり，例えば

図–2に示した設計曲線の傾きに誤差がある場合，TA

値を用いた設計の結果にシステム的なバイアスが発生

することになる．

いま，「想定の差異に基づく寿命」，「TA法に内在する

要因に基づく誤差」の双方を考慮した健全度 i，区間 k

の指数ハザードモデルを

λ̃ki = exp(βi,1 + βi,2T
k

A +∆k + δk) (31)

と定式化する．前述したように，∆k, δk はそれぞれ設

計交通量のかい離，等値換算係数のかい離により発生す

る誤差項である．TA法による舗装厚の設定に「想定の

差異に基づく誤差」が存在しない場合，∆k = 0, δk = 0

が成立する．ただし，式 (31)を推計する場合，誤差項

∆k, δk は互いに識別不可能であるという問題が発生す

る．すなわち，「想定の差異に基づく誤差」の存在が確

認されても，それが設計交通量の誤差によるものか，等

値換算係数 a1, a2, a3の誤差によるものかを式 (31)の推

定結果からは判定できない．一方，「TA法に内在する要

因に基づく誤差」が存在せず，劣化寿命が一律になるよ

うに舗装構成が設計されている場合を考える．このと

き，劣化速度を表すハザード率 λ̃ki は，T
k

Aにかかわら

ず一定値 βi,1をとることになる．換言すれば，βi,2 ̸= 0

の場合，舗装種別にかかわらず TA 法を用いて劣化速

度 λ̃ki が一定になるように舗装構成が設計されたにもか

かわらず，TA の値によって劣化速度 λ̃ki に有意な差異

が発生することになる．このことは TA 値自体が劣化

速度にシステム的なバイアスを発生させる原因となっ

ていることを意味する．ここで，εk = exp(∆k + δk)と

置換すれば，混合マルコフ劣化ハザードモデル

λki = λ̃ki ε
k

= exp(βi,1 + βi,2T
k

A)ε
k (32)

を導出できる．このとき，「想定の差異に基づく誤差」に

関する仮説検定 H0 は帰無仮説 H0
0 に対して対立仮説

H1
0 を棄却できるかどうかを検定する問題{

H0
0 εk = 1

H0
1 εk ̸= 1

(33)

として定式化できる．一方，「TA法に内在する要因に基

づく誤差」に関する仮説検定H1 は{
H1

0 βi,2 = 0

H1
1 βi,2 ̸= 0

(34)

と定式化できる．

(2) 劣化寿命誤差

混合マルコフ劣化ハザードモデル (31)を推定し，混

合マルコフ劣化ハザードモデルの未知パラメータの最

尤推定値 β̂ を獲得できたと考える．区間 k の健全度 i

のハザード率のパラメータ最尤推定値 β̂i を用いれば，

当該区間の健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)に対する平均的

劣化速度を表す標準ハザード率は，

ˆ̃
λ
k

i = exp(β̂i,1 + β̂i,2T
k

A) (35)

と定義できる．式 (35)は，混合マルコフ劣化ハザード

モデルにおいて，異質性パラメータを ε = 1とした場

合に他ならない．このように異質性パラメータの値を

1に設定することにより，区間の平均的な劣化過程を表

現することができる．なお，TA法に劣化寿命誤差を生

み出すようなバイアス要因が存在しない場合，標準ハ

ザード率は

ˆ̃
λ
k

i = exp(β̂i,1) (36)

と表されることになる．さらに，標準ハザード率
ˆ̃
λ
k

i を

用いれば，当該区間における各健全度の期待寿命（次

段階の健全度に推移するまでの時間）ẼT
k

i は，式 (8)

を用いて，

ẼT
k

i =

∫ ∞

0

dF̃i(y
k
i ) =

1

ˆ̃
λ
k

i

(37)

と表される．また，区間 k が供用開始時点（あるいは

補修実施時点）から，任意の健全度 i (i = 2, · · · , I)に
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進展するまでに要する平均的時間 E[T ](i)は，

E[T ](i) =
i∑

j=1

1

ˆ̃
λ
k

j

(38)

と定義できる．特に，i = I の場合を期待寿命と呼ぶ．

このとき，「想定の差異に基づく誤差」を考慮した期待

寿命は

E[T ](I) =
I∑

j=1

1

ˆ̃
λ
k

j ε̂
k

(39)

と表される．また，TA法における信用度 90%の下での

寿命 τk（以下，90%信用寿命）は

πk
1I(τ

k) =

I∑
s=1

ψs
1I(λ̃

k
) exp(−λ̃ks ε̄kτk) = 0.1 (40)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I; k = 1, · · · ,K)

を満足するような τk として求まる．

(3) 相対評価と重点管理区間の抽出

各区間の異質性パラメータの推定量 ε̂k(θ̂)に基づい

て，劣化の進行が早い区間の集合を定義する．いま，全

区間の中で，劣化速度が速い上位 α×100%の中に入る

ような区間の集合 Ωα（以下，異質性パラメータに着目

した重点監視集合 Ωα）を

Ωα = {k ∈ (1, · · · ,K)|ε̂k(θ̂) ≥ εα} (41)

と定義する．ここに，εαは信用度 (1−α)× 100% とし

た場合の異質性パラメータの上限値（以下，臨界的異

質性パラメータ値）であり

εα = min
c

{
c

∣∣∣∣∫ ∞

c

f̄(ε : ϕ̂)dε ≤ α

}
(42)

で定義される．異質性パラメータの推定量が信用度 (1−
α)×100%の重点監視集合Ωαに属する場合，当該区間

は信用度 (1− α)× 100%で，劣化の進行が速いと判断

できる．

さらに，個別ハザード率 λ̂ki =
ˆ̃
λki ε̂

k(θ̂) 自体を管理

する場合を考える．そこで，個別ハザード率の推定量

λ̂ki を大きい順番に λ̂
l(1)
i , · · · , λ̂l(n)i , · · · , λ̂l(L)

i と並べ直

す．ただし，上付き添字 l(n)は，すべてのグループに

属する区間の中で，個別ハザード率の推定量 λ̂ki が n番

目に大きい区間の添え字 lk を表す．したがって，λ̂
l(1)
i

は，もっとも劣化速度が大きい区間の混合ハザード率

と対応する．また，L =
∑K

k=1 L
k はサンプル総数であ

る．ここで，劣化速度の速い区間の上位 α× 100%の中

に入るような区間の集合 Ω̃α（以下，個別ハザード率に

着目した重点監視集合 Ω̃α）を

Ω̃α = {l(1), · · · , l(n∗(α))} (43)

n∗(α) = arg sup
n

{n
L

≤ α
}

と定義する．ただし，nは自然数である．さらに，
ˆ̃
λi−ε̂k

空間上で重点監視集合 Ω̃α の境界を表す曲線

ˆ̃
λiε̂

k = λ̂
l(n∗(α))
i (44)

を臨界基準曲線と呼ぶ．

5. 実証分析

(1) データ分析

混合マルコフ劣化ハザードモデルを，NEXCOが管

理する高速道路舗装に適用し，TA 法の妥当性につい

て検証する．株式会社高速道路総合技術研究所（以下，

NEXCO総研）では，舗装耐荷力のパフォーマンス曲線

を推定するために，NEXCOが管理する全国の高速道路

の道路区間を舗装構成を加味した上で無作為に抽出し，

2005年から定期的に FWD調査を実施している．本研

究では，高速道路上で測定した温度補正済みの FWD

調査データを用いる．なお，路床・路盤に空洞や泥濘化

が想定される大きな損傷データは含まれていない．対

象とする表層用混合物を高機能舗装 I型用混合物，密粒

度アスファルト混合物の 2つに限定したところ，総路

線数 30，総区間数は 79となった．対象道路区間では，

複数の時間断面において，FWD 調査が実施されてい

る．本適用事例では，FWDを用いたたわみ測定により

得られるD指標を用いて舗装の耐荷力の健全度を定義

する．また，D指標を用いて舗装の耐荷力の評価を実

施する際，路床から破損している事例がなく，アスファ

ルト混合物層の破損が多く見られることから，As層の

損傷評価を実施する．NEXCO総研では，As層の損傷

を評価することを目的として，膨大な FWD調査結果

と採取コアの強度試験結果に基づいて，損傷指標Di

Di =
D0 −D90

h
(45)

を提案している18),19)．ただし，D0，D90はそれぞれ，

重錘の載荷点直下，および載荷点から 90cm離れた地点

のたわみ量（mm）を，h（mm）はAs層の設計厚を表

す．損傷指標 Di を表層種別，路盤種別，As層の設計

厚別に離散化し，健全度を定義したのものを表–2に示

す．健全度はいずれも 5段階で定義されており，ランク

数が大きくなると，損傷指標Diも大きくなり，舗装構

造の劣化が進んでいることを表す．また，As層の剥離

抵抗性が低下した状態を破壊と定義し，健全度 5に達

した段階で As層の全層破壊が生じていると設定した．

FWD調査を少なくとも 2回以上実施した地点におけ

るサンプルデータを分析の対象として取り上げる．な

お，舗装耐荷力という観点では重錘の載荷点直下のた

わみ量である D0 を使用することも考えられるが，現

在 NEXCOでは Di を舗装耐荷力に対する損傷指標と

して採用していることを踏まえて，本研究においても
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表–2 損傷指標 Di(×10−6)を用いた耐荷力の健全度ランク

高機能 I 型舗装
健全度 粒状路盤 セメント安定処理路盤
　 As 層厚 As 層厚 As 層厚 As 層厚 As 層厚 As 層厚

220mm 未満 260mm 以上 220-260mm 220mm 未満 260mm 以上 220-260mm
1 0 以上 375 未満 0 以上 125 未満 0 以上 200 未満 0 以上 300 未満 0 以上 100 未満 0 以上 200 未満
2 375 以上 750 未満 125 以上 250 未満 200 以上 400 未満 300 以上 600 未満 100 以上 200 未満 200 以上 400 未満
3 750 以上 1125 未満 250 以上 375 未満 400 以上 600 未満 600 以上 900 未満 200 以上 300 未満 400 以上 600 未満
4 1125 以上 1500 未満 375 以上 500 未満 600 以上 800 未満 900 以上 1200 未満 300 以上 400 未満 600 以上 800 未満
5 1500 以上 3000 未満 500 以上 1000 未満 800 以上 1600 未満 1200 以上 2400 未満 400 以上 800 未満 800 以上 1600 未満

密粒度舗装
健全度 粒状路盤 セメント安定処理路盤

As 層厚 As 層厚 As 層厚 As 層厚 As 層厚 As 層厚
220mm 未満 260mm 以上 220-260mm 220mm 未満 260mm 以上 220-260mm

1 0 以上 250 未満 0 以上 75 未満 0 以上 125 未満 0 以上 250 未満 0 以上 50 未満 0 以上 125 未満
2 250 以上 500 未満 75 以上 150 未満 125 以上 250 未満 250 以上 500 未満 50 以上 100 未満 125 以上 250 未満
3 500 以上 750 未満 150 以上 225 未満 250 以上 375 未満 500 以上 750 未満 100 以上 150 未満 250 以上 375 未満
4 750 以上 1000 未満 225 以上 300 未満 375 以上 500 未満 750 以上 1000 未満 150 以上 200 未満 375 以上 500 未満
5 1000 以上 2000 未満 300 以上 600 未満 500 以上 1000 未満 1000 以上 2000 未満 200 以上 400 未満 500 以上 1000 未満

表–3 数え上げによる事前・事後健全度サンプル数

事後健全度
合計

1 2 3 4 5
事 1 566 255 17 3 0 841
前 2 0 1,673 783 103 30 2,589
健 3 0 0 1,232 559 82 1,873
全 4 0 0 0 444 360 804
度 5 0 0 0 0 567 567
合計 566 1,928 2,032 1,109 1,039 6,674

Diに着目することとする．獲得された総サンプル数は

6,674である．表–3中には，時間的に隣接する 2つの

調査時点における事前，および事後の健全度を示して

いる．同表は，事前・事後の健全度の変化に該当するサ

ンプル数を記載している．なお，それぞれの事前・事

後の調査間隔は均一ではない．

本データベースに含まれる舗装諸元に関する情報と

して，1）表層種別，2）路盤種別，3）アスファルト層

厚，4）地域特性，5）FWD調査の実施回数，6）道路

舗装の供用年月日，7）直近の大型車交通量等がある．

これら舗装諸元データのうち，現在供用している高速

道路だけでなく，新たに敷設した高速道路の劣化予測

を実施する際にも有用であると考えられる 1）～4）の

舗装諸元に関してサンプルデータを分類した．路盤の

種類としては，粒状路盤とセメント安定処理路盤（以

下それぞれ，粒状，セメ安）の 2つに分類される．ま

た，地域特性に関しても，NEXCOの技術基準1)に基づ

いて積寒地域とその他の地域の 2項目に分類した．さ

らに，As層厚は連続値ではなく，As層厚が 220mm未

満，220mm以上 260mm未満，260mm以上と 3段階

に区分される質的データとした．データベースをこれ

らの要因を組合せた合計 24通りのカテゴリーに分類し

た．表–4は各カテゴリに分類されるサンプル数を示し

ている．現在，NEXCOでは，高機能舗装を標準採用

しているために，密粒度舗装に関するサンプル数より

も高機能舗装に関するサンプル数が占める割合が大き

くなっている．また，一般地域と積寒地域では同程度

のサンプル数が獲得されている．これらのサンプルす

べてに対して，建設時の設計基準値（表層厚，基層厚

等）に関する情報が利用可能であり，表–1に示した等

値換算係数を用いて TA 値を算出することができる．

TA法では，設計交通量を考慮して As層厚が設計さ

れる．設計当時に想定された設計交通量に関する情報

は残されていない．現時点における大型車交通量が設

計交通量と一致する保証はないが，設計交通量を想定

する時点において現時点における大型車交通量を十分

な精度で予測できていたと想定すれば，現時点の大型

車交通量と As層厚の間には正の相関関係が成立する．

図–5は，As層厚と大型車交通量の関係を示している．

両者の相関係数は 0.47であり，As層厚と大型車交通量

の間には正の相関関係が存在している．したがって，大

型車交通量を設計時点において十分な精度で予測でき

ていたと考えられる．ただし，個別の道路区間に着目す

ると，当初の設計交通量と現時点の大型車交通量が乖

離しているケースも確認することができる．特に図–5

に示すように，As層厚と比較して大型車交通量が非常

に大きい値を示す 4つの点（点A～D）が存在し，これ

らの点では大型車交通量が 10,000（台/日）を超えてい

る．表–5には，大型車交通量が 10,000（台/日）を超

える区間と，それ以外の区間のそれぞれに対するサン

プル数，平均 As層厚，TA値，平均事前・事後健全度

を示す．同表より，大型車交通量が 13,782（台/日）で

あるB区間と，13,360（台/日）であるD区間において

は，平均事後健全度が 3.73，3.70と相対的に大きい値

を示しており，耐荷力が低下していることがわかる．一

方で，同区間の平均As層厚に着目すると，25，21(cm)

と比較的小さい値を示している．これらは，いずれも

東名高速道路の一部道路区間であり，2.(1)で述べた通

り，TA法の前身である SN法により設計が行われた区
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表–4 カテゴリー別サンプル数

地域特性 表層種別 路盤種別
As 層厚 As 層厚 As 層厚

合計
220mm 未満 260mm 以上

220mm 以上
260mm 未満

一般地域
高機能 I

粒状 953 415 918

3,475
セメ安 331 91 561

密粒度
粒状 114 22 8
セメ安 24 - 38

積寒地域
高機能 I

粒状 642 232 300

3,199
セメ安 475 753 313

密粒度
粒状 67 15 22
セメ安 51 134 195

合計 2,657 1,662 2,355 6,674

表–5 大型車交通量別データ諸元

大型車
サンプル数

平均
TA 値

平均事前 平均事後
交通量（台/日） As 層厚 健全度 健全度

1 万台以上

A：14,121 25 34.0 34.6 1.60 1.88
B：13,782 45 25.0 27.0 2.47 3.73
C：13,584 15 31.0 32.2 2.33 2.67
D：13,360 80 21.0 25.3 3.29 3.70

7,500 台以上 1 万台未満 387 25.7 27.6 2.87 3.25
5,000 台以上 7,500 台未満 539 25.2 28.2 2.43 2.77
2,500 台以上 5,000 台未満 2,253 26.9 29.6 2.55 2.93

2,500 台未満 3,330 20.9 23.9 2.72 3.08

全体 6,674 23.64 26.5 2.65 3.02

図–5 As層厚と大型車交通量の相関関係

間である．これらの地点では実交通量に対してAs層厚

が不足しており，耐荷力の低下が著しい．TA法以前の

設計手法により建設された名神高速道路，東名高速道

路等については，供用から約 50年が経過した現在，路

盤までを含めた打ち換え（舗装全体の補修）の検討が

必要であることを示唆している．

(2) 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定結果

本研究では，損傷指標 Di を用いて健全度を 5 段階

で定義しているために，健全度 5の状態を除く，合計 4

つの健全度に対して混合マルコフ劣化ハザードモデル

を推定することができる．4.(1)で考察したように，本

研究では TA 値を説明変数として用いた混合マルコフ

劣化ハザードモデルを定式化する．パラメータの有意

性の検定には t検定を実施しており，t値が 1.96以上

（有意水準 5%）となるものが説明変数として採用され

る．また説明変数として使用する際には，その最大値

が 1となるように基準化している．混合マルコフ劣化

ハザードモデルの推定にあたっては，異質性パラメー

タを設定するグループの最小単位が重要であるが，本

研究では区間に着目する．さらに，対象となる 79の区

間において，区間内で密粒度舗装，高機能舗装 Iとい

う 2種類の表層種別が混在している区間が存在するた

め，同一グループ内では同一の表層種別となるように，

区間と表層種別の組み合わせを用いて異質性グループ

を設定した．その結果，最終的に設定された総グルー

プ数は 104となった．

任意の区間 kに関して合計Rk個のサンプルが得られ

たと考える．区間 kにおけるサンプル r (r = 1, · · · , Rk)

の混合ハザード率を，

λr,ki = exp(βi,1 + βi,2T
r,k

A )εk　 (46)

と定義する．ただし，T
r,k

A はサンプル rの TA 値，ε
k

は区間 k の異質性パラメータである．混合ハザード率

(46)を用いることにより，区間ごとの劣化速度の多寡

に関する相対評価を行うことができる．表–6に，損傷

指標Diに関する健全度指標を用いて定式化した混合マ

ルコフ劣化ハザードモデルのパラメータ最尤推定値 β̂，
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表–6 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定結果

健全度
定数項

　
TA 値

標準 健全度
ハザード率 期待寿命

βi,1 βi,2 λi 1/λi

1
–0.94 0

0.39 2.57
(–13.8) (–)

2
0.82 –2.54

0.40 2.51
(–3.50) (–7.40)

3
–1.07 0

0.34 2.92
(–30.8) (–)

4
–2.02 1.53

0.38 2.63
(–7.60) (–3.60)

分散 1.87
パラメータ ϕ (–7.03)
対数尤度 –4,901.1
AIC 9,814.3

標準ハザード率の算出に際しては，TA 値の平均値を用いた．また括弧内は t値を示している．

ϕ̂を示す．なお，モデルの選定に関しては，t値が 1.96

以上となったパラメータ βi,2(i = 1, · · · , 4)の組合せの
中から，AICが最小となるモデルを選択することとし

た．同表から，TA 値のパラメータ βi,2 は，健全度 2，

健全度 4で有意であることが理解できる．4.(1)で考察

したように，TA法の設計理念に立脚すれば，想定され

る交通量（設計交通量）に対して耐荷力の劣化速度が

一様になるように TA 値を用いて As層厚を決定する．

したがって，TA法により設計された舗装厚が理論的に

正しければ，TA値は説明変数として有意な変数にはな

らない．TA値によって劣化速度に差異があるというこ

とは，TA法が適切に機能していない可能性を示唆して

いる．表–6に示すように，健全度 2の場合に T
k

Aの係

数が負の値をとる．このことはTA値が大きくなるほど

標準ハザード率が減少する傾向があることを意味する．

すなわち，CBR値が一定であるという条件の下で設計

交通量が大きくなるほど，TA法で求めた舗装厚が過大

になる傾向が存在する．一方，健全度 4の場合，T
r,k

A

の係数が正の値となり，TA値が大きくなるほど，標準

ハザード率が大きくなる傾向が読み取れる．CBR値一

定の条件の下で設計交通量が大きくなるほど，劣化が

進展したアスファルト舗装はより早く耐荷力が低下す

るという傾向が読み取れる．ただし，健全度 2の場合

のサンプル数 2,589個に対して健全度 4の場合はサン

プル数が 804個である．健全度 4の場合にはサンプル

数が相対的に少なく，混合マルコフ劣化ハザードモデ

ルの推定精度に関して改善の余地が残されており，TA

値がもたらす劣化寿命バイアスに関して慎重な検討が

必要である．図–6には，TA 値の多寡により期待劣化

パスがどのように変化するかを示している．期待値パ

スとは，標準ハザード率を用いて作成したパフォーマ

ンス曲線である．ここでは，TA値として，全サンプル

の平均値（26.5），最大値（38.5），最小値（19.4）の 3

通りの結果を例示している．凡例中には，管理限界で

図–6 パフォーマンス曲線（説明変数として TA 値を採用）

ある健全度 5に到達するまでの経過時間，すなわち期

待寿命を示すが，TA値の多寡によって約 2.2年の差異

が生じている．しかしながら，TA 値の平均値 26.5を

用いた場合，期待値パスで求めた劣化寿命は 10.6年で

あり，設計期間 10年にほぼ一致している．しかし，式

(40)を用いて算出した TA法による 90%信用寿命は 22

年であり，TA値による劣化寿命誤差の幅である 2.2年

を考慮しても，設計期間 10年より 90%信用寿命の方が

大きくなる．TA 法で舗装構造を設計することにより，

信用度 90%で設計期間 10年を保証するという設計上の

目標よりも安全側の劣化寿命を確保することが可能で

あることを意味している．しかし，90%信用寿命を 10

年に設定することの妥当性に関しては，ライフサイク

ル費用の観点から改めて検討することが必要であるこ

とは論を俟たない．以上より，TA法に内在する要因に

基づく誤差は，劣化寿命を安全側にシフトさせるバイ

アスを有しているが，後に述べる「想定の差異に基づ

く誤差」と比較して，バイアスの幅はそれほど大きく

ない．
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図–7 異質性パラメータの頻度分布

図–8 異質性パラメータと大型車交通量

(3) 異質性パラメータの推定結果

5.(2)では，混合マルコフ劣化ハザードモデルを用い

て，4つの健全度に対する未知パラメータ βi,1，βi,2，お

よび分散パラメータ ϕの最尤推定値を求めた．さらに，

区間 k (k = 1, · · · ,K)の異質性パラメータ εkを推定す

ることにより各区間ごとのパフォーマンス曲線を作成

した．また，異質性パラメータを相互比較することに

より，区間の劣化速度の多寡を相対評価することが可

能である．式 (28)を用いて，対象とするすべての区間

の異質性パラメータ値 εを推定した．異質性パラメー

タは，不可観測要因によるグループごとの劣化特性を

表すパラメータであり，異質性パラメータにより，等値

換算係数の誤差や TA 法で考慮していない要因による

劣化寿命誤差を評価できる．図–7は異質性パラメータ

の推定値の頻度分布を示している．分散パラメータの

推定結果より，異質性パラメータは，平均 0.92，分散

0.54（分散パラメータ 1.87の逆数）のガンマ分布に従

うことになる．また，総グループ数が 104しかないた

めに理論と整合的ではない．

図–8は，表層種別，地域特性の組み合わせを考慮し

た合計 4通りのケースに対して，異質性パラメータと現

時点における大型車交通量の関係を示したものである．

ただし，同図の横軸は，総サンプルの中で大型車交通量

図–9 グループ別のパフォーマンス曲線

の最大値が 1となるように基準化している．まず，大型

車交通量に着目した場合，異質性パラメータが突出し

て高い区間は，SN法で設計されたB区間を除き，いず

れも大型車交通量が 0.5を下回る区間であった．TA法

においては，2.(1)の手順 (a)で述べたように，設計交

通量に対して適切なAs層厚を設定している．したがっ

て，説明変数として TA 値を用いた際に，異質性パラ

メータの大小に影響を与えるのは，大型車交通量その

ものではなく，設計交通量と実交通量の乖離分である．

大半が異質性パラメータ 1.0を下回っていることから，

同図は，設計交通量の予測が概ね妥当であった，ある

いは，特に実交通量が少ない区間においては，実交通

量を超えて安全側で設計されていた可能性を示してい

る．一般的に，舗装の耐荷力の低下は，大型車交通量

の繰り返し荷重が主な原因と考えられているが，TA法

によってその影響は顕在化していない．一方で，TA法

で考慮されていなかった表層種別や地域特性による劣

化速度の違いが相対的に大きくなっている．具体的に，

高機能舗装 I，積寒地域（以下，組み合わせを高機能舗

装 I×積寒地域のように×で示す），高機能舗装 I×一
般地域で異質性パラメータが 2.5を上回る区間が存在

することがわかる．また，密粒度舗装 ×積寒地域にお
いても，異質性パラメータが 2.0を上回る区間は存在す

るが，密粒度舗装 ×一般地域においてはそのような区
間を確認できない．TA法は，我が国の高速道路の表層

種別の主流が密粒度舗装である時期に採用された設計

法であり，高機能舗装 Iに対して特別な考慮はなされて

いない．また，地域特性に対しても十分に考慮されて

いるとは言い難く，これらの要因が想定の差異に基づ

く劣化寿命の推定誤差に影響を及ぼしていると考えら

れる．

さらに，全 104個の異質性グループのぞれぞれに対

して舗装耐荷力のパフォーマンス曲線を求めた結果を

図–9に示している．なお，パフォーマンス曲線の作成

にあたっては，グループ内のTA値の平均値を用いてい
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図–10 劣化速度の相対評価（健全度 2）

る．赤色の実線は，標準ハザード率に基づいて作成し

たパフォーマンス曲線であり，ベンチマーク曲線と呼

ぶこととする．また，青色が高機能舗装 I，黄色が密粒

度舗装，実線が一般地域，点線が積寒地域を表してい

る．ベンチマーク曲線の期待寿命は 10.6年であり，舗

装の設計期間 10年と概ね等しい．5.(2)で考察したよ

うに，TA法に内在する要因に基づいた劣化寿命誤差と

比較して，想定の差異に基づく劣化寿命誤差は大きく

変動していることが理解できる．また，期待寿命が 10

年を下回る区間数が 29区間存在しており，求められる

性能を満たしていない．個別区間に含まれるサンプル

数がそれほど多くないために，パフォーマンス曲線の

推定結果の信頼性に関して慎重な取り扱いが必要であ

るが，図–9に関する限り，想定の差異に基づく劣化寿

命誤差は無視できず，現行の TA 法において考慮され

ていない工法や材質が劣化寿命誤差に多大な影響を及

ぼしている可能性を指摘することができる．

(4) 劣化速度の相対評価

標準ハザード率と異質性パラメータの推定値を用い

て，区間ごとの舗装耐荷力の劣化速度の相対評価を実施

する．図–10は，健全度 2における標準ハザード率の推

定値
ˆ̃
λ
k

2と異質性パラメータ ε̂kの関係を示している．両

者の積が混合ハザード率に相当し，標準ハザード率が大

きくなるほど，あるいは異質性パラメータが大きくなる

ほど，耐荷力の劣化進展が速い（混合ハザード率が大き

い）ことを意味する．標準ハザード率の全サンプル平均

値（以下，平均標準ハザード率）は，AVE(
ˆ̃
λ2) = 0.417

である．図–10の横軸は，区間ごとの標準ハザード率

を平均標準ハザード率で基準化した値
ˆ̃
λ
k

2/AVE(
ˆ̃
λ2)を

示している．ここで，異質性パラメータの推定値に基

づいて，信用域を 95%とする重点監視集合 Ω0.05 を定

義する．信用域を 95%とした場合，臨界的異質性パラ

メータ値 ε0.05 は 2.54となる．図–10には，臨界的異

質性パラメータ値 ε0.05 = 2.54を点線で示している．こ

の点線より上方に位置するサンプルが，重点監視集合

Ω0.05 として抽出されることになる．

式 (6)に示す通り区間 kの劣化速度（混合指数ハザー

ド率）λ̂ki は，標準ハザード率の推定値
ˆ̃
λki と異質性パラ

メータの推定値 ε̂k の積で定義される．平均標準ハザー

ド率（AVE(
ˆ̃
λ2) = 0.417）と異質性パラメータの平均

値（AVE(ε̂) = 0.92）の積により，平均混合ハザード率

AVE(λ̂2) = AVE(
ˆ̃
λ2)×AVE(ε̂) = 0.417×0.92 = 0.384

を定義する．図–10には，サンプルの標準ハザード率

の平均値と異質性パラメータの平均値の積（平均混合

ハザード率）が 0.384となる曲線を緑色の実線で示して

いる．この曲線が健全度 2における劣化速度のベンチ

マーク曲線となる．ベンチマーク曲線より上方に位置

する区間は，混合ハザード率が全サンプル平均より大

きい区間であり，相対的に寿命が短いことを表してい

る．逆に，この曲線より下に位置する区間は相対的に

劣化速度が遅く，寿命が長いと評価することができる．

さらに，同図には標準ハザード率と異質性パラメータ

の積の 95パーセンタイル，5パーセンタイルの曲線も

併せて示している（赤色と青色）．95パーセンタイル

曲線より上方に位置する区間は重点監視集合 Ω̃0.05に属

することになる．また，5パーセンタイルより下方に位

置する区間は，設計期間 10年という TA法の設計概念

を大きく越える期待寿命を持った区間であり，いずれ

も TA 法の適用性に関する検討を行う上では注目すべ

き区間である．

相対評価の結果，重点監視集合に含まれるか，あるい

は 95パーセンタイル曲線の上方に位置する劣化速度の

速い区間や，5パーセンタイル曲線の下方に位置するよ

うな劣化速度の遅い区間に関して，それぞれ共通の要

因を探ることで，得られた知見を新規設計へフィード

バックさせることが可能となる．同図は，図–8，図–9

と同様に，表層種別 ×地域特性の 4通りのカテゴリー

分類を行っている．重点監視集合に含まれる 95パーセ

ンタイル曲線の上方，あるいは 5パーセンタイル曲線の
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表–7 期待寿命上位下位一覧

期待寿命上位 10（降順）

グループ カテゴリー サンプル数
平均 異質性

期待寿命
平均 平均大型車

供用開始年
TA 値 パラメータ As 層厚 交通量 (台/日）

A 高機能 I× 積寒 70 23.24 3.59 2.92 22 1,340 1996
B 高機能 I× 積寒 41 29.2 3.41 3.18 27 3,641 1973
C 高機能 I× 積寒 137 23.88 2.92 3.61 20 1,766 1984
D 高機能 I× 一般 58 20.65 2.60 4.04 18 1,741 1988
E 高機能 I× 積寒 86 19.4 2.55 4.14 18 279 2003
F 高機能 I× 一般 45 27 2.54 4.19 25 13,782 1969
G 密粒度 × 積寒 20 30.76 2.34 4.71 30 4,943 1978
H 高機能 I× 一般 15 27 2.18 4.90 25 5,665 1996
I 高機能 I× 一般 141 20.65 1.86 5.65 18 1,404 1993
J 密粒度 × 積寒 21 31.08 1.85 6.00 29 4,696 1978

期待寿命下位 10（降順）

グループ カテゴリー サンプル数
平均 異質性

期待寿命
平均 平均大型車

供用開始年
TA 値 パラメータ As 層厚 交通量 (台/日）

K 高機能 I× 積寒 16 30.56 0.28 39.79 28 5,678 1976
L 高機能 I× 一般 17 27.6 0.26 41.89 25 1,955 1975
M 高機能 I× 一般 51 30.2 0.24 45.65 30 7,244.1 2008
N 高機能 I× 一般 110 20.65 0.23 46.14 18 913 1993
O 密粒度 × 積寒 6 22.25 0.20 51.35 20 2,879 1983
P 高機能 I× 一般 48 23 0.17 63.52 20 1,904 1991
Q 高機能 I× 積寒 133 22.25 0.15 70.48 20 2,879 1983
R 高機能 I× 一般 146 35.6 0.14 85.75 34 2,245 1975
S 高機能 I× 一般 20 27.6 0.09 116.79 25 900 1978
T 高機能 I× 一般 62 22.45 0.06 176.95 19 1,029 1999

ベンチマーク - - 26.45 1 10.63 23.64 3,343 1984

下方に位置する劣化速度が特異な区間はいずれも，表

層材料に高機能舗装 Iを採用している区間であった．特

に，劣化速度の速いグループには，高機能舗装 I×積寒
地域，劣化速度が遅いグループには，高機能舗装 I×一
般地域が数多く含まれている．また，密粒度 ×積寒地
域の複数の区間が図の上方に散見される一方で，密粒

度 ×一般地域の区間のほとんどは，平均混合ハザード
率曲線と，5パーセンタイル曲線の間に位置している．

表層種別と地域特性の組み合わせによって舗装耐荷力

の劣化特性は大きく異なっていることが理解できる．

ここで，劣化傾向が特異な区間に関して詳細な検討

を加える．本研究においては，表–6に示す通り TA値

の劣化速度に対する影響が，健全度 2，健全度 4によっ

て異なるために，劣化速度（すなわち混合ハザード率）

ではなく，期待寿命による比較を実施する．表–7には，

グループ別の期待寿命を降順で並べ替え，その上位 10

区間（A～J）と下位 10区間（K～T）を抽出している．

なお，ここで示すアルファベットは，図–5とは対応して

いないことに留意されたい（表–7中の F区間は，図–5

中の B区間に対応している）．期待寿命でみた場合に

も，相対評価の結果と同様に，期待寿命上位のグルー

プは，高機能舗装 I×積寒地域，期待寿命下位のグルー
プは，高機能舗装 I×一般地域の占める割合が高く，密
粒度舗装×一般地域は見られない．上位 10区間の中で

も，特に臨界的異質性パラメータ値 ε0.05 = 2.54を越

える A～Eの 5区間に限って見れば，平均大型車交通

量は，全体の平均値である 3,343（台/日）と同程度で

あるか，それより少ない．さらに，供用開始年に着目

してもB区間の 1973年を除くと，それ以外はすべて全

体の平均である 1984年以降の供用開始である．同表か

らも現行の TA 法で設計された舗装の耐荷力の差異に

は，2.(1)の手順 (a)で考慮されている大型車交通量の

繰り返し荷重に比べて，手順 (b)で十分に考慮されて

いない表層種別や地域特性等が及ぼす影響が大きいこ

とが理解できる．また，下位 10区間の多くを高機能舗

装 I×一般地域が占めることからも，単純に高機能舗装
Iが密粒度舗装に比べて耐荷力性能が劣るとは言い切れ

ない．表層種別による劣化過程の違いに関しては，構

造的な面から劣化メカニズムの解明を実施していく必

要がある．現行の TA 法では，上記のように異なる劣

化特性をもった高機能舗装と密粒度舗装を区別せずに，

両者に対して同一の等値換算係数を想定している点は

改善の余地があると考える．

(5) 密粒度舗装 ×一般地域について

現行の TA法では，高機能舗装 I，あるいは積寒地域

のアスファルト舗装に関しては十分な設計基準が示さ

れておらず，結果として耐荷力の劣化速度が特異な区

間が存在する結果となった．TA 法が設定された時点

では，密粒度舗装が主流であった．本研究では，密粒
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表–8 期待寿命（密粒度舗装 ×一般地域）

グループ カテゴリー サンプル数
平均 異質性

期待寿命
平均 平均大型車

供用開始年
TA 値 パラメータ As 層厚 交通量 (台/日）

U 密粒度 × 一般 16 24.25 1.07 9.84 20 2,488 1987
V 密粒度 × 一般 24 21.16 1.04 10.07 18 811 1997
W 密粒度 × 一般 1 27.6 0.86 12.41 25 2,292 1975
X 密粒度 × 一般 25 27.6 0.50 21.40 25 1,955 1975
Y 密粒度 × 一般 1 27.6 0.46 23.07 25 7,753 1964
Z 密粒度 × 一般 22 29.2 0.44 24.81 29 8,252 1996
AA 密粒度 × 一般 30 23 0.41 25.41 20 723 1999
AB 密粒度 × 一般 11 27.6 0.33 32.06 25 900 1978
AC 密粒度 × 一般 17 24.25 0.33 32.21 20 2,126 1988
AD 密粒度 × 一般 56 23.357 0.31 34.16 20.357 738 1997
AE 密粒度 × 一般 3 27 0.29 36.34 25 5,665 1996

表–9 カテゴリー別の平均期待寿命と表・基層厚

地域 表層
グループ数

平均異質性 平均 平均 平均
特性 種別 パラメータ 期待寿命 表層厚（cm） 基層厚（cm）

一般地域
高機能 I 44 0.88 25.04 4.86 6.02
密粒度 11 0.55 23.8 4 6

積寒地域
高機能 I 31 1.11 17 4.26 5.74
密粒度 18 0.89 16.98 4.17 5.83

全体 104 0.92 21.12 4.47 5.9

度舗装，さらに地域特性が一般地域である場合に着目

し，TA法が十分に機能しているかどうかについて分析

する．表–8には，密粒度舗装 ×一般地域である 11区

間（U～AE）に関して，算出された期待寿命および異

質性パラメータとデータ諸元の関係を示している．現

在，NEXCOでは高機能舗装化を進めており，密粒度

舗装のサンプル数は極めて少ない．また当然のことな

がら供用開始年はどの路線も 2000年以前である．期待

寿命に着目してみれば，U区間で最も短く 9.84年であ

り，それ以外の 10区間に関しては，設計期間である 10

年を超えている．この点から，密粒度舗装，一般地域に

対しては，TA法が有効に機能していたと考えることが

可能である．一方，異質性パラメータに着目した場合，

平均値が 0.55，最大で 1.07，最小で 0.29である．先述

した，期待寿命の下位 10には，密粒度舗装 ×一般地
域である区間は見られなかったが，密粒度舗装 ×一般
地域の区間は，耐荷力の劣化進展が遅い結果となって

いる．異質性パラメータの平均値が 0.5程度である理由

には以下が考えられる．異質性パラメータの算出に当

たっては，高機能舗装 Iを含めたすべてのサンプルを用

いて行われる．その際サンプル全体に占める高機能舗

装 Iの割合が大きいために，相対的に密粒度舗装の劣

化速度が遅く（異質性パラメータが小さく）見積もら

れた可能性が高い．また，高速道路の高機能舗装化が

進む過程において，未だに密粒度舗装が残存している

道路区間はそもそも劣化の進展が遅い，健全な道路区

間である可能性を否定できない．

(6) TA 法に対する示唆

以上の考察の結果，現行のTA法は，1)表層種別，2)

地域特性という 2つの要因について，十分に配慮した

設計法になっていないことが明らかとなった．2.(2)で

も述べた通り，TA法の手順 (b)においては，表層や基

層に用いる材料にかかわらず，等値換算係数が等しい

という仮定が置かれている．表–9には，表層種別×地
域特性の 4つのカテゴリーごとに，今回の推定結果か

ら算出された期待寿命と建設時の設計基準値を一括し

て整理している．カテゴリーごとに集計して平均の期

待寿命を比較した場合，表層種別による期待寿命の差

異は，一般地域で 1.24年，積寒地域で 0.02年と決して

大きくはない．一方で，地域特性による期待寿命の差

異は，高機能舗装 I で 8.04年，密粒度舗装で 6.82年と

相対的に大きい．しかしながら，設計時の基準値であ

る表層厚や，基層厚の平均値に着目した場合，期待寿

命の差異はそれほど顕著ではない．

以上の分析結果は，いくつかの TA 法の修正方針を

示唆している．例えば，手順 (b)の等値換算係数の設定

に関して，高機能舗装 I×積寒地域の劣化速度がベンチ
マークの 2倍を上回る区間も少なくないことを考慮す

ると，新たに表層種別 ×地域特性というカテゴリーを
導入することにより劣化寿命誤差を抑制することがで

きる．現行の NEXCO技術基準では，地域区分として

積寒地域とその他の地域（一般地域）の 2区分を採用

しているが，さらに詳細なエリア別の等値換算係数に

関して分析を実施する必要がある．ただし，このよう
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図–11 エリア別の異質性パラメータの推定結果

な検討を行う際には舗装工学的観点からの実験や解析

を同時に進めていくことが重要であることは述べるま

でもない．図–11には，本研究で使用した全 79の区間

の異質性パラメータ値を表層種別で大別して示してい

る．上段には，高機能舗装 Iを，下段には密粒度舗装の

異質性パラメータ値を示す．また，赤色で覆っているの

は一般地域，青色で覆っているのは積寒地域を表して

いる．同図の凡例には，NEXCO3社が管轄する区間の

異質性パラメータの平均値を示している．さらに，支

社別に着色を行っている．同図から，NEXCO3社の中

では，NEXCO東日本の異質性パラメータ値が大きく，

NEXCO西日本の異質性パラメータ値が小さいことが

わかる．NEXCO東日本においては，管理する区間の

大半が積寒地域に該当するために，異質性パラメータ

値が大きくなっていると考えられる．一方，NEXCO西

日本においては，管理する大半の区間が一般地域に属

するために，平均の異質性パラメータ値も小さい．しか

し，支社ごとの異質性パラメータ値にも散らばりが見

出されるため，現行の地域特性の 2分類のみでは十分

とは言い難い．具体的に NEXCO西日本の高機能舗装

Iに着目する．NEXCO西日本が管轄する 37区間の中

で，積寒地域は同図中に示した 3区間のみであり，その

他の区間は全て一般地域である．黒色や青色で示す支

社においては，異質性パラメータが 1を全て下回るの

に対し，灰色や赤色で示す支社においては，異質性パ

ラメータが 1を上回る区間が散見される．図–9等に示

したように，区間ごとに劣化過程は大きく異なる．し

かしながら，等値換算係数を全国の区間単位で設定す

ることは，実用化を考えた場合難しい．一方で，支社

単位であればその総数も少なく実現性が高いと考えら

れる．このような支社単位における等値換算係数に関

しては，全国を対象とした劣化寿命誤差診断にとどま

らず，支社単位でのデータの蓄積と地域を限定した劣

化寿命誤差に関する分析が必要となる．この問題は今

後の課題としたい．

6. おわりに

本研究では，アスファルト舗装の設計手法であるTA

法の改善方針を検討するための 1つの基礎的な情報を

獲得することを目的として，蓄積されている FWD調

査データに基づいて舗装の劣化速度（劣化寿命誤差）を

統計的に評価する方法論を提案した．具体的には，TA

値を説明変数として，混合マルコフ劣化ハザードモデ

ルを推定し，TA値によって劣化速度に差異が生じるこ

とを示した．また，劣化速度の相対評価を実施するこ

とにより，重点管理区間や，劣化速度が突出して遅い

区間を抽出し，それらの区間がもつ共通の要因として，

1)表層種別が高機能舗装 Iであること，2)地域特性が

積寒地域であるという知見を得た．さらに，劣化寿命

の相対評価を試みた結果，一般的に舗装の耐荷力の低

下要因として考えられている大型車交通量の繰り返し

荷重は，個別区間の間における劣化寿命の差異に大き

な影響を及ぼしていないことが判明した．このことは，

現行のTA法では，設計交通量に対して一定の劣化寿命

を確保するように舗装各層の厚さを決定しており，こ

のようなTA法の考え方が，舗装寿命の信頼性を維持す

るために有効であることを示唆している．一方で，現

行の TA 法で考慮されていない表層種別，地域特性が

劣化寿命の差異に大きな影響を及ぼしていることが明

らかになった．従来より TA 法が有する問題点に関し

て経験的な議論がなされてきたが，本研究では TA 法

が有する課題について現実の FWDデータを用いて客

観的な方法論で分析を試みた点に新規性があると考え

る．しかし，実証分析の結果，今後にいくつかの研究課

題が残されていることが判明した．第 1に，本研究で

提案した劣化寿命誤差の評価モデルは，設計時に設定

した劣化寿命と現実に観測された劣化寿命に基づいて，
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劣化寿命誤差を評価するために有用な手法である．舗

装以外の社会基盤施設に対して，本研究で採用した方

法論の適用可能性に関して検討することが必要である．

第 2に，本研究で提案した方法論は，現行の TA 法を

用いて舗装構造を設計した場合に発生する劣化寿命誤

差を診断することを目的としている．その結果，等値

換算係数の修正が必要であるという結果を得たが，等

値換算係数の設定に関しては，力学的検討・実験的検

討が不可欠であることは論を俟たない．第 3に，工法

や材質，地域特性という詳細なカテゴリーに細分化し

て劣化寿命を評価するためには，さらに FWDデータ

を蓄積することにより混合マルコフ劣化モデルの推定

精度を向上させる努力が必要である．最後に，TA法は

道路環境や交通環境にかかわらず一律の劣化寿命を保

証するという考え方に基づいている．ライフサイクル

費用の最小化という視点に立てば，TA法の基本的な考

え方自体に関しても検討を重ねることが必要である．

本研究を実施するに際して，大阪大学大学院・北浦

直樹氏に一部解析を補助して頂いた．ここに記して感

謝の意を表す．

参考文献
1) 国土交通省：道路統計年報 2013，2013.
2) 阿部頼政：アスファルト舗装の構造設計における考え方，
アスファルト，Vol.20，No.113，pp.5-13，1977.

3) 丸山暉彦，阿部長門，雑賀義夫，姫野賢治：FWDによ
る舗装の構造評価および補修設計システムの開発，土木

学会論文集，No.484/V-22，pp.61-68，1994.
4) 小濱健吾，岡田貢一，貝戸清之，小林潔司：劣化ハザード
率評価とベンチマーキング，土木学会論文集 A，Vol.64，

TA-METHOD AND PAVEMENT DEPRECIATION LIFETIME ERROR

Masakazu SATO, Kiyoyuki KAITO, Kiyoshi KOBAYASHI, Kengo OBAMA

and Bumpei MIYAZAKI

In the current asphalt pavement design method (hereinafter called the TA method), the thickness of each
pavement layer is determined based on the specified CBR for the subgrade and the TA value (equivalent
thickness) calculated from the total 10-ton conversional number of axes. However, as the highly functional
pavement has been introduced for the surface layer, the deterioration conditions of asphalt pavements have
changed considerably since the design method and standards were produced, and so we doubt the practical
appropriateness of the design based on the TA method. In this study, the error in deterioration lifespan due
to the TA method is analyzed. In detail, a mixed Markov deterioration hazard model is estimated by using
the FWD inspection data targeted at expressways. By using hazard rate and heterogeneity parameter,
the road spans that have unusual deterioration rates are extracted, and the relations between these road
spans and the factors that are not considered in the TA method are discussed.

No.4，pp.857-874，2008.
5) 金谷重亮：高速道路舗装の歩み，アスファルト，(社)日
本アスファルト協会，Vol.25，No.132，pp.3-22，1982.

6) 持永龍一郎：土木技術の進展から見たこれからの道路技
術について，土木学会論文集，No.707/VI-55，pp.1-19，
2002.

7) American Association of State Highway and Trans-
portation Officials: AASHO Interim Guide for Design
of Pavement Structures, 1972.

8) 竹下春見：アスファルト舗装の構造設計に関する考え方，
舗装，Vol.1-2，1996.

9) 日本道路協会：アスファルト舗装要綱，1967.
10) 阿部頼政：わが国の構造設計法に対する基本的考察，アス

ファルト，(社)日本アスファルト協会，Vol.28，No.144，
pp.3-22，1985.

11) 阿部勝義，神谷恵三，佐藤正和：高機能舗装の下層損傷
に関する一考察，舗装工学論文集，土木学会，Vol.10，
2005.

12) 森村英典，高橋幸雄：マルコフ解析，日科技連，1979.
13) 津田尚胤，貝戸清之，青木一也，小林潔司：橋梁劣化予

測のためのマルコフ推移確率の推定，土木学会論文集，

No.801/I-73，pp.68-82，2005.
14) Lancaster, T.: The Econometric Analysis of Transi-

tion Data, Cambridge University Press, 1990.
15) Gourieroux, C.: Econometrics of Qualitative Depen-

dent Variables, Cambridge University Press, 2000.
16) 森棟公夫：計量経済学，東洋経済新報社，1999.
17) 岩田暁一：計量経済学，有斐閣，1982.
18) 神谷恵三，田中敏弘，風戸崇之：高速道路舗装の補修設計

手法に関する一考察，舗装工学論文集，土木学会，Vol.12，
pp.1-7，2007.

19) 神谷恵三，風戸崇之：高速道路舗装の損傷評価に関する
研究，舗装工学論文集，土木学会，Vol.13，pp.171-178，
2008.

20) (財)道路保全技術センター：FWD運用マニュアル（案），
1996.

(2014. 9. 1 受付)

土木学会論文集E1（舗装工学）, Vol. 71, No. 1, 1-18, 2015.

18


